
財務諸表に対する注記 

 

1. 継続事業の前提に関する注記 

継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。 

2. 重要な会計方針 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的債券・・・・償却原価法（定額法）によっている。 

その他の有価証券・・・・移動平均法による原価法によっている。なお，市場性のある

有価証券は，時価により評価する基準を採用している。 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

最終仕入原価法による原価法に基づく低価法によっている。 

(3) 固定資産の減価償却の方法 

建物・・・・・・・・定額法によっている。 

車両運搬具・・・・・定額法によっている。 

什器備品・・・・・・定額法によっている。 

リース資産・・・・・リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法を採用し

ている。（所有権移転外ファイナンス・リース取引） 

(4) 引当金の計上基準 

賞与引当金・・・・職員に対する賞与の支給に備えるため，支給見込額のうち当期に帰

属する額を計上している。 

退職給付引当金・・・期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。 

(5) リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引については，通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理

を行っている。また，リース資産総額に重要性が乏しいと認められるため，リース料の

総額に利息相当額を含めている。ただし，リース契約 1 件あたりのリース料総額 300

万円以下又はリース期間が 1 年以内のファイナンス・リース取引については，通常の

賃貸借契約に係る方法に準じて会計処理を行っている。 

(6) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は，税込み方式によっている。 

3. 会計方針の変更 

該当なし 

4. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は，次のとおりである。 



 

5. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は，次のとおりである。 

 

6. 担保に供している資産 

該当なし。 

7. 固定資産の取得価額，減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額，減価償却累計額及び当期末残高は，次のとおりである。 

 

8. 保証債務等の偶発債務 

該当なし。 

9. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額，時価及び評価損益 

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額，時価及び評価損益は，次のとおりである。 

（単位：円）
科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産
　有価証券 59,952,000       -                        -                        59,952,000       

　定期預金 48,000              -                        -                        48,000              

　　　小　　計 60,000,000       -                        -                        60,000,000       

特定資産
　償却資産 -                        42,833,700       -                        42,833,700       

　がん対策積立資産 5,000,000         -                        -                        5,000,000         

　退職給付引当資産 254,188,898     6,522,353         19,546,140       241,165,111     

　減価償却引当資産 215,580,171     62,275,683       -                        277,855,854     

　　　小　　計 474,769,069     111,631,736     19,546,140       566,854,665     

　　　合　　計 534,769,069     111,631,736     19,546,140       626,854,665     

（単位：円）

科目 当期末残高
（うち指定正
味財産からの
充当額）

（うち一般正
味財産からの
充当額）

（うち負債に
対応する額）

基本財産
　有価証券 59,952,000       59,952,000       -                        -                        

　定期預金 48,000              48,000              -                        -                        

　　　小　　計 60,000,000       60,000,000       -                        -                        

特定資産
　償却資産 42,833,700       12,862,500       29,971,200       -                        

　がん対策積立資産 5,000,000         5,000,000         -                        -                        

　退職給付引当資産 241,165,111     -                        -                        241,165,111     

　減価償却引当資産 277,855,854     -                        277,855,854     -                        

　　　小　　計 566,854,665     17,862,500       307,827,054     241,165,111     

　　　合　　計 626,854,665     77,862,500       307,827,054     241,165,111     

（単位：円）
科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
　償却資産 73,429,200 30,595,500 42,833,700

　建物 41,200,000 24,015,480 17,184,520

　車両運搬具 446,624,287 325,031,443 121,592,844

　什器備品 268,148,985 197,487,786 70,661,199

　リース資産 134,266,020 104,495,055 29,770,965

合計 963,668,492 681,625,264 282,043,228



 

10. 補助金等の内訳並びに交付者，当期の増減額及び残高 

補助金等の内訳並びに交付者，当期の増減額及び残高は，次のとおりである。 

 

11. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

 

12. 関連当事者との取引の内容 

該当なし。 

13. キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引  

該当なし。 

14. 重要な後発事象 

該当なし。 

（単位：円）

科目 帳簿価額 時価 評価損益

　広島県公募公債10年(H24年第7回） 59,971,200 62,232,000 2,260,800

　広島県公募公債10年(H28年第5回） 5,000,000 4,991,000 △ 9,000

合計 64,971,200 67,223,000 2,251,800

（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額
貸借対照
表上の記
載区分

民間助成金

　がん征圧月間助成金
公益財団法
人日本対が
ん協会

0 50,000 50,000 －

　シール募金交付金
公益財団法
人結核予防
会

0 730,411 730,411 －

民間補助金

　JKA補助金（検診車整備補助）
公益財団法
人ＪＫＡ

17,272,500 0 4,410,000 指定正味財産

合計 17,272,500 780,411 5,190,411

（単位：円）
内容
経常収益への振替額
　ＪＫＡ補助金 4,410,000

合計 4,410,000

金額


